
国土強靭化のポイント 

※国土強靭化地域計画策定ガイドライン（H26.6 内閣官房国土強靭化推進室）より抜粋 

 

■国土強靭化は、いかなる災害等が発生しようとも 

  ①人命の保護が最大限図られること 

  ②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

  ③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

  ④迅速な復旧・復興 

 を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を安全・安心な国土・地域・経済社

会の構築に向けた「国土強靭化」（ナショナル・レジリエンス）を推進するもの 

 

■短期的な視点によらず、時間的が概念を持ちつつ、長期的な視野を持って計画の取

組にあたる 

 

■各地域の多様性を再構築し、地域間の連携を強化するとともに、災害に強い国土づ

くりを進めることにより、地域の活力を高め、依然として進展する東京一極集中か

らの脱却を図り、「自律・分散・協調」型国土の形成につなげていく視点を持つ 

 

■防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保等のハード対策と訓練・防災教育

等のソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進する 

 

■非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用される対

策となるよう工夫する 

 

■人口の減少等に起因する国民の需要の変化、社会資本の老朽化等を踏まえ、財政資

金の効率的な使用による施策の持続的な実施に配慮して施策の重点化を図る 

 

■「国土の強靭化」は国・地域のリスク

マネジメントであり、図の PDCA サ

イクルを繰り返して取組を推進 

 

■現状のどこに問題があるかを知る「脆

弱性の評価」を踏まえて「対応策」を

考え、「重点化・優先順位づけ」を行っ

た上で推進することをプロセスに組み

込んでいる 

 

■国土強靭化基本計画における目標、リスクシナリオ（最悪の事態） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国土強靭化基本計画における強靭化施策分野（12個別施策分野＋3横断的分野） 

 

 

 

 

資料２



国土強靭化地域計画（地域強靭化計画）のポイント 

※国土強靭化地域計画策定ガイドライン（H26.6 内閣官房国土強靭化推進室）より抜粋 

 

■都道府県又は市町村が主体となり策定 

 

■国土強靭化の観点から、地方公共団体に

おける様々な分野の計画等の指針とな

るものであり、基本計画と同様に「アン

ブレラ計画」としての性格を有する 

 

■強靭化に関する事項については、地域防

災計画はもとより、地方公共団体におけ

る行政全般に関わる既存の総合的な計

画よりもさらに「上位」に位置付け 

 

■地域強靭化計画が手引となり、地方公共団体の各種計画等について、国土強靭化の

観点から必要な見直しを行い、必要な施策を具体化 

 

■すべての都道府県においてすみやかに策定され、また、市町村においてもできる限

り多くの団体で策定されることにより、強靭な国づくりを総合的に推進する体制を

構築することが望まれる 

 

■基本計画との調和を保ちつつ、それぞれの地域が直面する様々な大規模自然災害等

のリスクの影響の大きさや緊急度等を踏まえ、施策について個別の事業も含め、重

点化・優先順位づけしながら、地域強靭化計画を策定 

 

■地方公共団体が自ら担う取組だけでなく、当該地域の強靭化にとって必要となる、

住民、経済団体、民間事業者、区域内の地方公共団体、国等の関係者による取組、

さらには区域以外の地方公共団体との連携・協力による取組についても取り入れる 

 

■発災前の（＝平時の）施策を対象とし、発災時及び発災後の対処そのものは対象と

しない（ただし、発災時の対処（応急対策）、発災後の対処（復旧・復興）を効果

的に行うための事前の備えは対象となる） 

 

■目標を明確化し、主たるリスクと強靭化すべき分野を特定して脆弱性の評価を行っ

たうえで対策を検討（対策は防災の範囲を超えて、まちづくり政策・産業政策を含

めた総合的な対策を内容とするもの）  

■地域強靭化計画は、以下のSTEP1～STEP5のプロセスを経て定めるものであり、

PDCAサイクルを繰り返して取り組みを推進 

 

 

（国の基本計画では、脆弱性の分析・評価に係る一覧性、効率性を確保する観点から、

縦軸にリスクシナリオ、横軸に施策分野を設けた「マトリクス」を作成し、府省庁に

おける施策（施策ごとの進捗等を含む）をあてはめ分析・評価を実施） 

 


